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協働学習への参加形態が算数科の学習成果に及ぼす影響
―観点別評価の視点から―

岩　間　安　美*　・　山　本　　　奬**

（2016年9月28日受付，2016年11月29日受理）

問題と目的

　学習形態は，「一斉指導」「グループ学習」「個別指導」に大別されると言われ（宮坂，
2002），文部科学省（2014）は，一斉授業だけではなく，子どもたち同士が教え合い学び合
う協働的な学びを推進していくことが重要だと指摘している。学習指導要領では，知識・技能
の習得と思考力・判断力・表現力の育成や，言語活動の充実が示され（文部科学省，2008），町・
中谷（2013，2014）は理解や思考を深める言語活動として「協同学習」という方策を取り上
げ，学力向上の視点から実証的な研究を行っている。また，佐藤（2015）は「学びの共同体」
の実践の中で，児童全員が夢中になって学べる授業を創造するためには，ペアやグループによ
る学び合いが重要だと述べている。現在，学校教育においては，いわゆる「グループ学習」の
導入が求められている。「グループ学習」については，これまで，その重要性や効果，構成要
素など多様な面から論じられてきた（Appendix １）。
　Johnson, Johnson & Holubec（2002）によれば，「協同学習」は，構成するメンバーの考え方
の異同に関わらず，個人間の好意度や精神的健康，肯定的な自尊感情，社会的スキルの発達を
促進し，さらに全体の状況を把握する能力を養うという。また，授業への満足感について鈴木・
邑本（2009）は，正解が一つである良定義問題の場合は課題を達成することで，正解が存在
しない不良定義問題の場合はメンバーへの信頼感が維持されることで満足感を得ることができ
ると述べ，宗形・山本（2015）は，授業への満足感は「協働学習」と個別学習との間に差は
ないが，「協働学習」には学級への親和性を高める効果があることを，小学６年生を対象とす
る算数の実証授業から明らかにしている。このように「グループ学習」には，対人関係や心理・
社会面，授業への満足感の改善・向上に効果があることを，多くの研究者が明らかにしている。
　効果的な「グループ学習」を行うためには，教師の工夫や仕掛けも必要であろう。江川（2011）
は「グループ学習」に模倣を取り入れることが，町・中谷（2014）は相互教授法を取り入れ
ることが，その効果を高めることを，算数科の授業実践から報告している。また町・中谷（2013）
は，教師が，話し合いの手順や役割を付与し学習過程をコントロールすることが，学習を促進
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させると述べている。
　グループの編成の方法に関して，権・藤村（2004）はグループ内の児童間の学力差が小さ
い場合に相互作用が生成され易いことを，小学５年生を対象とした実践から報告している。ま
た岩本（2012）は，グループを無作為に編成した場合，学力の高い順に編成した場合，学力
と人間関係を考慮して編成した場合を比較し，「学習意欲」「授業に対する達成感」「課題に対
して感じる難易度」に差が生じることを，中学生を対象とした授業実践から明らかにしている。
　ところで，授業を受ける側の児童自身はグループ学習をどのように受け止めているのだろう
か。町・中谷（2014）は，「勉強が分からない人には教えてあげようと思う」「友達が何かに困っ
ていたら，手助けしようと思う」などの向社会的目標の高低と「グループ学習」の効果との関
係について検討している。
　また，「協働学習」においては，一つのグループの中に結果的に教える役割を担った児童も
いれば，教えてもらった子供もいる。さらに「協働学習」によって学びを得たと感じる児童も
いれば，得られなかったと感じる子供もいる。その「協働学習」への参加形態に関して宗形・
山本（2015）は，「役立つ考えを言えた」などグループに対して自身が役立つことができたか
を「協働への貢献」という次元で，「教えてもらったら分かった」などその学習が自身に役立っ
たかを「協働からの受益」という次元で捉えられることを提案し，その２軸は無相関であるこ
とを報告している。
　ここまで，「グループ学習」の効果について検討してきたが，それらは主に学力以外の側面
に注目したものであった。しかし，授業に「グループ学習」を取り入れる本来の目的は学力の
向上と定着である。学力について，佐藤（2010）は「学び合う授業」には学力を底上げする
効果があることを，杉江（2011）は「協同学習」による児童の相互交流は，学習内容の習得
に効果があることを，いずれも自身の経験から述べている。また，実証研究では，協同で符号
化することが記憶成績の向上をもたらすことが（有馬・中條・青山，2010），「グループ学習」
が学力の定着に有効であることが（鈴木・宮下，2010），模倣を取り入れた算数科の「グルー
プ学習」は全ての児童の学力を高めることが（江川，2011）報告されている。
　しかし「グループ学習」は，参加形態によらず全ての児童の学力定着に本当に効果がある
のだろうか。宗形・山本（2015）は，参加形態による学力の定着の違いを，実証的に検討し，
教える側であっても教えられる側であっても授業終了時には同じ学習水準に到達していること
を明らかにし，「協働学習」は一部の児童の学力の達成に貢献するものではなく，全ての児童
の学力の到達に貢献していると述べている。だが，一学期から二学期の成績の変化は参加形態
によって差があり，「協働への貢献」が高く，「協働からの受益」が低いと感じた児童の成績が
最も向上していることを報告し，また，授業の過程では，参加形態によって解答速度に差があ
ることを明らかにしている。これらのことから，児童の「グループ学習」への参加形態が，学
力の向上や定着に及ぼす影響については，未だ不明な点が多いといえよう。
　さらに，「学力への効果」について検討する際は，文部科学省（2008）が示す目標に準拠し
た「関心・意欲・態度」「思考・判断・表現」「技能」「知識・理解」の４側面による観点別評
価を考慮すべきであろう。しかし，江川（2011）の模倣を取り入れた「協働学習」の成果や
宗形・山本（2015）の参加形態別の学力の検討で用いられた算数科のテストは，この４観点
を考慮したものではなかった。算数科の評価の４観点には「算数への関心・意欲・態度」「数
学的な考え方」「数量や図形についての技能」「数量や図形についての知識・理解」がある。「グ
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ループ学習」は一部の観点に有効であるのか，それとも４観点の全てに有効であるのかは明ら
かにされていない。
　そこで本研究では，以上の問題を踏まえ，小学校算数科の授業において「協働学習」が児童
の学習成果に及ぼす影響について，学力評価の４観点と参加形態の側面から，明らかにするこ
とを目的とする。ここで明らかにされることは「協働学習」の場面や環境，児童の現状や目標
に応じた選択に資するものと期待される。
　ところで，ここまで概観してきたように，「グループ学習」については，「相互教授法」「協
同問題解決」「協同学習」「協働学習」「学び合い」など様々な表現が用いられている。本研究
においては，学校教育がこの学習形態を活用するにあたり必要となる知見を追究する視点から，
宗形・山本（2015）に倣って，多様な方略の差異を扱うことを止め，「協働学習」という用語
で報告することとする。これにあたり，本研究における「協働学習」とは，宗形・山本（2015）
の「協働学習の進め方」を基に，「自力解決」「グループ化」「話し合い活動」「考えの公開」「考
えの共有化」が取り入れられた学習形態を指すこととする。

研究Ⅰ

１　目的　　
　観点別に学力を測定するためのテスト問題を作成する。ここで作成したテスト問題は，研究
Ⅱの協働学習を取り入れた算数科授業の学習成果を測定するために用いられる。
２　検証授業の内容とテスト問題作成の手続き
　単元は「四角形と三角形の面積」であり，検証授業として小単元「三角形の面積の求め方」
を取り扱うこととした。単元の目標は「平行四辺形，三角形，台形，ひし形などの面積の求め
方を理解し，公式をつくり出してそれらの面積を計算で求めることができるようにする」こと
であり，単元のねらいは「平行四辺形，三角形，台形，ひし形などの面積を，既習の面積の求
め方に帰着して考え，新しい公式をつくり出してそれらを用いて計算で求めることができるよ
うにする」ことであった。
　2015年11月，対象となる小学校5年生の学級の算数科の授業を参観し，担任教諭と授業
内容及びテスト内容の打ち合わせを行った上で，国立教育政策研究所教育課程研究センター

（2003）が示す「算数への関心・意欲・態度」（以下「関心・意欲・態度」），「数学的な考え方」
（以下「考え方」），「数量や図形についての技能」（以下「技能」），「数量や図形についての知識・
理解」（以下「知識・理解」）の４観点を測定するためのテスト問題を作成した。作成した問題
について文部科学省教科調査官経験者の点検を受けることで，その妥当性を得ることとした。
３　結果
　関係者による修正を経て，観点別に学力を測定するための４問が作成された（Appendix ２）。

【１】は「関心・意欲・態度」を，【２】は「考え方」を【３】は「技能」を，【４】は「知識・
理解」を測る問題である。「関心・意欲・態度」は０～３点で，「考え方」は０または１点で，

「技能」は０～３点で，「知識・理解」は０～６点で測定されることとし，その採点基準は下の
とおりとした。
　「関心・意欲・態度」を測る問題では，「図形の変形」についての解答には３点を，「底辺や
高さなどを探す」という辺や辺の長さに着目した解答には２点を，「『底辺×高さ』をする」な
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どの具体的な公式に関する解答内容には１点を与えることとした。「考え方」を測る問題では，
「数学的に考えているか」に注目し，「三角形の面積は平行四辺形の面積の半分」には１点，そ
れ以外の解答と未解答の場合は 0点とすることとした。「技能」を測る問題では，三角形の面
積を求める公式を使うことができるか捉えようとするものであるため，答えの正誤に関わらず，
三角形の面積を求める公式を用いて立式することができていれば１問につき１点を与え，誤っ
た式を立てている場合には 0点とすることとした。「知識・理解」を測る問題では，「底辺と頂
点を結ぶ底辺に垂直な直線の長さ」を６点とし，用語など解答に必要な要素ごとに配点を定め，
満点から欠けている要素の点数を差し引くこととした。
　また一つの問題に対して複数の解答を記入していた場合には，それぞれの解答の質を検討し，
配点が高い解答の点数を与えた。採点は，文部科学省教科調査官経験者と研究協力者２名が，
合議により行うこととした。

研究Ⅱ

１　目的
　協働学習を取り入れた算数科授業（検証授業）を実施し，その学習成果を４観点別に測定し，
協働学習への参加形態が各学習成果に及ぼす影響を明らかにする。
２　方法

（１）対象者：小学校５年生34名（男子；18名，女子；16名）
（２）時期：2015年12月
（３）手続き：
①Table １に示した協働学習の手順による算数科授業（検証授業）を全３時間行った。この手
順は宗形・山本（2015）の「協働学習の進め方」を一部改変したものである。
②最終授業終了後に，全３時間の協働学習の話し合い場面を想起させて下の材料①による質問
紙調査を行った。
③質問紙調査終了後に材料②によるテストを実施した。　　　 

（４）材料
①協働学習への参加形態尺度（宗形・山本，2015）：協働学習への参加形態に対する理解を，
児童自身に，「協働への貢献」（「まとめ役になったか」「役立つ考えを言えたか」など）と「協
働からの受益」（「いろいろ教えてもらったか」「交流して良い解き方に気づいたか」など）の
２側面から問うものである。計10項目について，「とてもあてはまる」から「まったくあては
まらない」までの５件法で回答を求めた。なお，原尺度で用いられた「交流」という表現を，
本研究における授業時の児童への指示表現に配慮し，「話し合い」に変更した。また，児童の
年齢を考慮し回答を容易にするため，「協働への貢献」を測定するための５項目と「協働への
貢献」を測定するための５項目の計10項目をランダムに並べることをせず，それぞれ５項目
ずつを並べて問うこととした。
②学習成果を測定するためのテスト問題：研究Ⅰで作成した観点別に学力を測定するための問
題を用いた（Appendix ２）。

（５）検証授業
　検証授業の対象となった小学校の第５学年では全学級で，検証授業実施前から算数科授業に
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おいて児童相互の活動が行われていた。その展開は，宗形・山本（2015）の「協働学習の進め方」
と共通する点も多く，対象児童は協働学習という学習形態によく慣れているものと考えられた。
検証授業では，４～５人で構成される計８グループを編成した。男女がほぼ同数になるよう配
慮したが，学力や人間関係などは考慮しなかった。
　検証授業の進め方，テスト問題及び質問紙の内容，結果の扱いに関する倫理的な事項につい
ては，当該校により検討され，その実施が認められた。
３　結果と考察
　最終授業に欠席した児童１名を除く，児童33名（男子；17名，女子；16名）のデータが得
られた。そのうち１時間目に欠席した児童１名，２時間目に欠席した児童１名のデータを削除
したため，分析に用いられたのは 31名のデータとなった。

（１）測定尺度の検討
　宗形・山本（2015）の「協働学習への参加形態尺度」は，６年生を対象に「交流」という
表現を用いて作成されたものであったが，本研究では５年生を対象に「話し合い」という表現
を用いている。学年の違いや表現の違いがあっても，同じ２因子構造であることを検証するた
め，因子分析（主因子法，プロマックス回転）を行うこととした。
　その結果，Table ２に示したとおり，宗形・山本（2015）と同じ「協働への貢献」因子と「協
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働からの受益」因子が得られた（累積寄与率：61.90%）。Cronbach のα係数を求めたところ，「協
働への貢献」では .90，「協働からの受益」では .83であり，当該項目とそれ以外の項目の和と
の相関についても問題はなく，内的整合性は確認された。下位尺度間相関は .09と極めて低く，
２つの下位尺度はよく独立したものと考えられた。以上により，原尺度と同じ利用が，本研究
においても可能であることが確認された。この尺度では，それぞれ点数が高ければ，協働学習
において，たくさんの「協働への貢献」をしたことや，たくさんの「協働からの受益」があっ
たことを児童が認知していることを表す。　　　 

（２）協働学習への参加形態と学習成果との関係
　「協働への貢献」の高低と「協働からの受益」の高低が，協働学習の学習成果にどのような
影響を及ぼすかを検討するために，テストにより得られた「関心・意欲・態度」「考え方」「技
能」「知識・理解」の４観点のそれぞれの得点を従属変数，「協働への貢献」「協働からの受益」
の２つを独立変数とする，一括投入による重回帰分析を行うこととした。各変数の平均と標準
偏差及び変数間の Pearson の積率相関係数を Table ３に示した。
　重回帰分析の結果を Table ４に示した。式の検定の結果，「関心・意欲・態度」「考え方」「技
能」を従属変数とする分析では有意な重回帰式は得られなかった。「知識・理解」を従属変数
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とする分析においては有意な重回帰式が得られ，「知識・理解」は「協働からの受益」と負の
関係にあることが示された。また，独立変数間の多重共線性の問題は認められなかった。この
ことから，「協働学習からの受益」が高いと感じる児童ほど，「知識・理解」の点数が低いこと
が明らかとなった。この「協働学習からの受益」に関する懸念は，宗形・山本（2015）の，「協
働への貢献」が高く「協働からの受益」が低い児童は相対的な成績が上昇することや，「協働
への貢献」が高く「協働からの受益」も高い児童は相対的な成績が低下することに関する結果
によっても支持されるものだといえよう。
　協働学習を行う際に「教わっている」と感じていることが多い児童は，「関心」をもって授
業に臨み，よく他者の「考え方」を聞き，積極的に授業に参加する様子から，授業者には歓迎
される存在であることが推察される。さらに宗形・山本（2015）は，「協働からの受益」が高
い児童ほど，協働学習を肯定的に評価しており，授業が充実したものであったと感じていると
報告している。また，授業に対する満足感（「よく分かった」「めあてを達成できた」など）も，「協
働からの受益」が高い児童ほど高く，グループの中で自分が「教えられる側」であったとしても，
それを劣等感を感じる懸念はないと報告されている。加えて，学級への親和性（「みんな頼り
になる」「励ましてもらえた」など）には「協働からの受益」の要因が大きく影響しているこ
とも明らかにされている。このように，「協働からの受益」を感じている児童の肯定的側面に
関する情報は多い。しかし本研究では，「知識・理解」面の学力には課題があることが示された。
活発な児童の活動という外見や手段や児童の満足感などに惑わされることなく，教師は基礎的
な学力の定着に注意を払う必要があるといえよう。



岩　間　安　美　・　山　本　　　奬

58

　「協働からの受益」が学力に及ぼす負の課題が示されたことから，その影響を「協働への貢献」
を高群と低群の２群に分けて，詳細に検討することとした。そこで，群を分けた上で，先と同
様に「協働への貢献」「協働からの受益」を独立変数，テストにより得られた「関心・意欲・態度」

「考え方」「技能」「知識・理解」の４観点の各得点を従属変数とする重回帰分析をそれぞれ行っ
た。これにあたり，「協働への貢献」について 19点以上を高群，それを下回るものを低群とした。
その結果，高群は 16名，低群は 15名となった。また，「協働からの受益」について 25点満点
を高群，それを下回るものを低群とした。その結果，高群は 16名，低群は 15名となった。「協
働への貢献」と「協働からの受益」の高低の２軸の組み合わせて設けた４群では，２観点共に
低群が７人，他はいずれも８人であった。
　分析の結果，「協働への貢献」低群における「技能」を従属変数とする重回帰式のみが有意
であり，Table ５に示したとおり「協働からの受益」と負の関係にあることが示された。この
ことから，「協働への貢献」が低い場合に限り「協働学習からの受益」が高い児童ほど，「技能」
の得点が低いことが明らかとなった。協働学習を行う際に「役立つ考えが言えた」と感じてい
ない児童の中での「教わっている」と感じていることが多い児童は，「技能」の定着にも課題
があることが分かった。本研究における「技能」は三角形の面積を求める公式を使うことがで
きる力によって測定されたものであり，それは方法知に近接する学力であることから，これに
ついても「知識・理解」と同様，基礎的な学力の定着に関する課題だと考えられた。　　　　 
　上述のとおり，本研究では「協働からの受益」が高い場合に「知識・理解」が低いこと，「協
働への貢献」が低く「協働からの受益」が高い場合に「技能」が低いことが示された。これは，
宗形・山本（2015）による，協働学習への参加形態による学習成果の差は，授業終了時では
生じていないとの報告を一致しないものである。これは，宗形・山本（2015）のテスト問題
が観点別に作題されていなかったために，本来生じていた観点別の学力差を測定できなかった
のではないかと考えられる。一方，宗形・山本（2015）は，その有意でなかった分散分析の
効果量はηp

2＝.09であり比較的大きなものであったこと，また，協働学習への参加形態により
解答速度や学力の向上に差異が生じることについても報告している。これらは，不明瞭ながら
観点別学力の差が反映しているものと考えられた。

今後の課題

１　「協働からの受益」が高い児童への支援
　本研究では，「協働からの受益」を感じている児童の学力の定着に課題があることは明らか
にすることはできたが，その課題に対応するための教師の具体的な支援方法については示す
ことができていない。学習に課題のある児童には，教師による「個別指導」や「一斉指導」な
ど別の学習形態の方が効果的であることも考えられる。「協働への貢献」と「協働からの受益」
により決定される協働学習への各参加形態に対応する適正な処遇の追究が課題として残された
と考えられる。
２　学力を測定するためのテスト問題の質の向上
　本研究において「技能」と「知識・理解」については，その定着に課題が見られたが，「関
心・意欲・態度」と「考え方」の２観点については，協働学習への参加形態による差異は見当
たらなかった。協働学習を進めるにあたって，この２観点については特段の配慮を要しないこ
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とも考えられるが，本来あるはずの差異を，今回のテストによって明らかにできなかった可能
性も残る。本研究で作成したテスト問題は，小学校で一般的に用いられる小テスト同様，全体
的に正答率が高いもので，たとえば「考え方」の問題では平均が .90，標準偏差は .30であった。
正規性が担保された測定具の開発が課題だと考えられた。
３　学力を測定するためのテストの実施時期
　本研究において，観点別に学力を測定するためのテストは，最終授業（３時間目）の授業の
終了後に，まず質問紙調査を行い，その直後に行っている。授業終了からテストの実施までは
約５分であった。たとえば観点別評価における「考え方」は，当初は思考力に関連するもので
あっても，一旦理解してしまうと方法知，つまり「知識・理解」に変化するといわれる。４観
点に基づく学力の測定に際しては，その諸相を時間の経過とともに変化させることについて考
慮する必要があるといえよう。学力の測定時期について，十分に検討する必要があると考えら
れた。
４　グループの編成方法
　本研究の検証授業における話し合い活動のグループは，通常の授業で行われているとおり，
無作為に編成したものであり，児童の学力や人間関係を考慮していない。岩本（2012）は，グルー
プの編成方法が「学習意欲」「授業に対する達成感」「課題に対して感じる難易度」に影響を与
えることを指摘している。個々の児童の常態化した協働学習への参加形態を考慮したグループ
の編成と学習成果との関連についても検討される必要があるといえよう。
　また，今回は児童一人一人に，話し合い時の役割を与えていない。効果的な協働学習を成立
させるための基本的構成要素として「個人の役割責任」が指摘されていることや（Johnson,et 
al，2002），役割の付与が相互作用を促進させるとの指摘もあることから（町・中谷，2013），
進行役，記録役，タイムキーパーなど，グループを構成する児童一人一人に役割を与えることで，
効果的な協働学習が行われ，そのことが学力に影響を及ぼすことも考えられる。さらに，リー
ダーシップや対立処理など，Johnson,et al（2002）の言う「社会的な技能」が習得されている
児童の存在が学習成果に与える影響についても検討されるべきであろう。
５　評価の客観性
　本研究における，「協働への貢献」と「協働からの受益」からなる協働学習への参加形態は，
いずれも児童自身による主観的な認知であり，児童や集団を観察し発話や行動を量的に捉えた
ものではない。授業後に実施したテストの手応えがその認知に影響しないよう，まず協働学習
への参加形態を測定し，その後にテストを実施し学力を測定するなどの配慮を行ってはいるが，
授業時の了解度と参加形態への認知の関連に関して，十分には考慮し得ていない。客観性に関
する課題が残されたといえよう。
　本研究で得られた知見は，以上の５点の課題を考慮しながら，利用されなければならない。
また，これらの課題を踏まえた追究が今後の課題であるといえよう。
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